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総務省国立研究開発法人審議会（第16回） 

 

１日  時  令和４年12月22日（木）15時00分～16時00分 

 

２場  所  WEB会議にて開催 

 

３出 席 者・オブザーバー 

（１）委員（敬称略） 

尾家委員（会長）、梅比良委員（会長代理）、 

大場委員、尾辻委員、知野委員 

（以上５名） 

（２）専門委員（敬称略） 

入澤専門委員、牛尾専門委員、大森専門委員、小紫専門委員、篠永専門委員、 

末松専門委員、橋本専門委員、藤本専門委員、村瀬専門委員、矢入専門委員 

（以上10名） 

（３）総務省 

田原国際戦略局長、内藤官房審議官（国際技術、サイバーセキュリティ担当）、 

大森国際戦略課長、川野技術政策課長、小川宇宙通信政策課長、 

津幡技術政策課技術革新研究官、井出技術政策課革新的情報通信技術開発推進室長、

影井技術政策課統括課長補佐、中田技術政策課課長補佐、藪井技術政策課課長補佐、

太田宇宙通信政策課課長補佐 

（４）情報通信研究機構 

中沢理事、新田執行役、沼田総合プロデュースオフィス オフィス長 

 

４議  題 

（１） 国立研究開発法人情報通信研究機構の第５期中長期目標変更（案）について 

（２） 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の第４期中長期目標変更（案）について 
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開  会 

【尾家会長】  尾家です。皆さん、こんにちは。ただいまから第１６回総務省国立研究開

発法人審議会を開催いたします。本日は御多忙のところ御参集いただきまして誠にあり

がとうございます。今回はウェブ形式での開催でございます。 

 初めに、本日の会議の定足数の関係でございますが、本日は藤野委員が御欠席のため、

委員６名中５名が出席となり、定足数を満たしておりますことを御報告いたします。また、

専門委員の皆様にも御出席いただいております。ありがとうございます。 

 次に、事務局より配付資料の説明をお願いします。 

【藪井課長補佐】  事務局の藪井でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 すみません。まず、お配りしております出席者リストに一部誤りがございました。申し

訳ございませんでした。正しいものについては追ってお送りさせていただきます。 

 それから、今回は資料の送付が直前となりまして誠に申し訳ございません。また、御説

明資料において、送付後に一部修正を行ったものがございます。最新版については、恐れ

入りますが本日の終了後に改めて御送付申し上げますので、お手元のものと投映された

ものに違いがある場合は、投映されているもので御確認いただければと思います。重ねて

おわび申し上げます。 

 それでは、本日の配付資料を確認させていただきます。ファイルナンバー００が議事次

第と配付資料の一覧、０１から０９までが本日御審議いただく資料で、１０から１６まで

が参考資料、そして９９が出席者一覧、計１８点となっております。資料については都度

画面に投映させていただきますが、お手元のファイルに破損等がございましたら、事務局

までお知らせください。 

 なお、本日は、総務省国立研究開発法人審議会議事規則第７条に基づき、公開となって

おります。本日の議事録につきましても後日ウェブサイトに掲載させていただきます。 

 また、本日、たくさんの方に御出席いただいております。御質問等の場合、挙手を頂い

たときに見つけられない可能性がございますので、御発言がある場合には、マイクをオン

にしてお話しいただければと思います。申し訳ございません。 

 事務局からは以上となります。 
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議  題 

【尾家会長】  ありがとうございます。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいりたいと思います。本日は

ＮＩＣＴ及びＪＡＸＡの中長期目標の変更案につきまして皆様から御意見を頂く内容に

なっております。先ほど、各部会でそれぞれの御担当について御審議いただきましたので、

今度は親会として、御担当ではない法人につきましても御説明を伺い、御意見を頂ければ

と思いますので、どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、まず議題１「国立研究開発法人情報通信研究機構の第５期中長期目標変更

（案）」につきまして、事務局及びＮＩＣＴから御説明を頂きたいと思います。よろしく

お願いします。 

 

（１）国立研究開発法人情報通信研究機構の第５期中長期目標変更（案）について 

 

【藪井課長補佐】  事務局でございます。 

 議題１はＮＩＣＴの中長期目標の変更案についての御審議となりますが、今回は配付

資料が数多くございますので、御説明に先立ち、全体の流れを説明させていただきます。

本日の議事次第の２枚目、配付資料欄を御覧くださいませ。 

 まず、変更の背景であるＢｅｙｏｎｄ ５Ｇを取り巻く状況について、資料国研１６－

１－１により、事務局から説明申し上げます。続きまして資料国研１６－１－２により、

現在ＮＩＣＴで実施中のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇに係る基金による委託研究の状況とその成

果について、ＮＩＣＴから御説明申し上げます。そして具体的な変更の中身について、資

料国研１６－１－３から１６－１－５まで事務局から説明申し上げ、最後に審議会の意

見案である資料国研１６－１－６について説明した後、御審議に入っていただく流れに

なります。 

 それでは、資料国研１６－１－１について、室長の井出から御説明申し上げます。 

【井出室長】  総務省技術政策課、井出と申します。私から、今回のＮＩＣＴの中長期目

標の変更に至る背景などについて御説明させていただきたいと思います。 

 まず背景でございます。５Ｇのサービスが現在開始されておりますけれども、２０２０

年からサービスが始まっております。２０２０年になりますけれども、御覧いただいてお

りますとおり、「Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ推進戦略」を総務省が発表してございます。この戦
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略につきましては、真ん中にございますけれども、３つの柱がございます。一つが研究開

発戦略、もう一つが知財・標準化戦略、それから展開戦略でございます。この中でも要素

技術をしっかりと確立していく必要があるということで、研究開発の推進がうたわれて

いたところでございます。 

 これを受けまして、総務省におきまして予算要求をしているところでございますけれ

ども、具体的にはＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ研究開発促進事業ということで、ＮＩＣＴにおいて

民間に対する委託研究ということでこのプログラムが始まってございます。こちらは四

角に書いてございますけれども、令和３年２月になりますけれども、ＮＩＣＴ法の一部を

改正いたしまして、ＮＩＣＴに研究開発基金を設置いたしました。こちらには令和２年度

第３次補正予算３００億円を使いまして基金を造成したわけでございますけれども、こ

ちらは２年間の時限基金ということでございました。またこれに併せまして、予算を活用

いたしましてテストベッドに関する整備も行っているということでございます。この絵

のとおり、下の水色の部分がテストベッド予算ということで、２００億円を確保したとい

うことでございます。 

 また、その後も、令和３年度補正予算２００億円、それから令和４年度当初予算、こち

らは電波利用料になりますけれども１００億円を確保いたしまして、光技術の研究開発、

無線通信技術の研究開発を実施してきた状況でございます。 

 こうした中で、世界でも主要国の政府はＢｅｙｏｎｄ ５Ｇに関する研究開発投資の

積極拡大を表明してきている状況でございます。こちら、米国におきましてはいわゆる６

Ｇなどの先端技術に関しまして約３兆円の支援、ＥＵにおきましても約２,４００億円の

政府開発投資を表明するなど、研究開発の競争が激化している状況でございました。 

 これを受けまして、総務省では情報通信審議会におきまして議論を頂いたわけでござ

います。主な課題認識といたしまして上の段に３つございます。１つ目が国際競争という

観点でございます。円グラフが示されているんですけれども、こちらは５Ｇの基地局の市

場シェアで、日本の企業のプレゼンスが低いところで、国際競争力を確保して勝っていく

ためには、まさに今がラストチャンスではないかというところでございます。 

 この後、②になりますけれども、情報通信の電力消費も課題となってございます。何も

しなかった場合は、２０５０年になりますと、２０１６年比で言うと約４,０００倍以上

の電力消費がかかるという課題もございます。 

 それから③といたしまして、岸田政権のデジタル田園都市国家構想に代表されます、デ
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ジタル化の戦略が背景にございまして、今回、答申におきましては４つの戦略につきまし

て答申を頂いている状況でございます。 

 その１つ目は研究開発戦略でございます。こちら、今回は重点化して研究開発に取り組

むということで、我が国の強みのある技術に絞り込みを頂いています。その３つがござい

まして、真ん中にございますけれども、一つがオール光ネットワーク技術、もう一つが非

地上系ネットワーク技術、もう一つがセキュアな仮想化・統合ネットワーク技術というこ

とで、この３つに対してしっかりと重点を絞って研究開発に取り組んでいくということ

で頂いております。 

 これに併せまして、右側にあります社会実装、知財・標準化、海外戦略にしっかりと取

り組むということで、研究開発とともにこれを一体的に推進していくことが重要である

と頂いております。従前ですと、知財・標準化までは出していただいているんですけれど

も、国際競争という観点を見ましても、海外展開をしっかりしていく、それから社会実装

もしっかりしていくことに重点が置かれています。 

 また、研究開発のところを御覧いただきますと、これを実施するに当たりまして、予算

の多年度化を可能とする枠組みの創設が望ましいということも頂いておりまして、こう

した答申を受けまして、私ども今回、１０月より開催されました臨時国会におきまして、

経済対策におきまして、恒久的な基金の造成について予算要求もさせていただいたとこ

ろでございます。 

 併せまして、臨時国会で本法案は成立しているわけでございますけれども、ＮＩＣＴ法

の改正、それから電波法の改正も行わせていただきました。ＮＩＣＴ法の改正につきまし

ては、従前の基金におきまして、こちらは令和４年度までの時限的な基金でございました

けれども、恒久的な基金の枠組みに法律を改正したところでございます。また、従前です

と電波利用料を基金に充てることはできなかったわけでございますけれども、電波法を

改正しまして、電波の有効利用に資する研究開発のための補助金を基金に充てることが

できる旨を明確化したところでございます。本法案は成立いたしまして、１２月１９日に

施行されている状況でございます。 

 これらの取組を通じまして新しい基金事業ということで、ここに書いてございますも

のをＮＩＣＴにおいて実施していくことになります。１ポツ目を御覧いただきますと、我

が国の国際競争力の強化それから経済安全保障の確保を図るために、我が国発の技術を

確立して、社会実装や海外展開を目指すことが目標になってきます。この中で右下にござ
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いますけれども、予算といたしましては補正予算６６２億円を確保させていただいてお

ります。こちらは当面二、三か年分ということで措置を頂いているものでございますけれ

ども、このうち電波利用料については３５億円という予算を頂いております。 

 こちらは現行の基金と今般新設する基金の比較でございますけれども、現行基金と新

基金の大きな違いといたしましては、事業目的のところでございますが、現行基金につき

ましては主として５Ｇの要素技術の早期確立でございましたけれども、今回の答申を踏

まえまして、新基金では主として社会実装・海外展開を目指した戦略的なＢｅｙｏｎｄ 

５Ｇの研究開発事業を支援していくということでございます。もう一方で、利用料が充て

られることになっておりますので電波の有効利用に関する技術の確立することも事業目

的になっています。 

 研究開発期間につきましても、これまでは時限基金で期限がありましたが、新基金につ

いては法律上の期限の定めがございません。 

 それから主な事業範囲ということで、これまでの要素技術の確立については、研究開発

を委託ということでやってきましたけれども、新設する基金については、これまでの委託

に加えまして研究開発の助成ということで、助成スキームにより戦略的な研究開発を支

援することを想定してございます。また、法律の枠組み上は、民間等が整備するテストベ

ッドにも予算を充てられることになっているのですが、今回の予算要求におきましては

この予算を要求はしておりませんので、制度上こうした枠組みが整ったということでご

ざいます。 

 財源でございますけれども、先ほど御説明しました６６２億円、令和４年度第２次補正

予算で割り当てられてございます。またこの後、令和５年度当初予算といたしまして、電

波利用料で１５０億円を今要求している状況でございます。 

 最後になりますけれども、備考といたしまして、現行基金については積み増しのできな

い時限基金であったわけでございますけれども、今般の法律改正によりまして、追加的な

予算措置も可能な恒久的な枠組みができたことになります。 

 それから最後になりますけれども、ＮＩＣＴの役割でございます。左側にＢｅｙｏｎｄ 

５Ｇの推進とございまして、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進に関しましては、ＮＩＣＴにおき

ましては自ら取り組む研究開発、それからテストベッドの整備等による研究開発の推進

を行っているわけでございますけれども、一番下にございます公募研究プログラムにつ

いて、これまでの基金に加えまして、革新的情報通信技術、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ（６Ｇ）
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の基金事業という恒久的基金に基づく事業を新たに実施していくことになります。今回

の中長期目標の改正内容として審議いただくポイントになります。 

 特にＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの既存の基金につきましては今年度いっぱいですけれども、

新しい基金事業については、主に社会実装・海外展開を目指す研究開発として取り組むこ

とになります。それからテストベッドにつきましても２か年間で整備をしっかりと行っ

たわけでございますけれども、成果の社会実装・海外展開を進める上で、こうしたテスト

ベッドの利用・活用をさらに進める必要があることになります。 

 これらについて今回の中長期目標の改正案に書かせていただいておりまして、この後、

詳細に説明がありますけれども、御審議いただければと考えております。 

 以降、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの利用シーン等をまとめたものでございますので、こちらは

また御参考にしていただければと思います。 

 私からの説明は以上になります。 

【藪井課長補佐】  続きまして、現在のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ基金、現行基金の取組状況に

つきまして、ＮＩＣＴ、国立研究開発法人情報通信研究機構の新田執行役から御説明いた

だきます。資料は資料国研１６－１－２です。新田執行役、よろしくお願いいたします。 

【新田執行役】  ＮＩＣＴ新田です。それでは１６－１－２に基づいて、現在のＢｅｙｏ

ｎｄ ５Ｇ研究開発促進事業の取組状況について御説明いたします。 

 こちらはＮＩＣＴの中長期計画の概要をお示ししています。ＮＩＣＴでは、これまで長

年培ってきたＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの自主研究と、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ研究開発促進事業

という公募型の委託研究のシナジー効果をしっかり持たせつつ研究開発を進めて、この

右側にお示ししているようなＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの超高速・大容量や超低遅延など７つ

の機能を実現するための要素技術を早期に確立すべく取り組んでまいりました。 

 こちらが事業の概要をお示ししたものでございます。左側は先ほど井出室長から御説

明があったとおり、補正予算と当初予算を組み合わせて基金等が設置されるとともに、テ

ストベッドに措置されている状況を示しています。右側にスキームをそれぞれお示しし

ております。確立すべきＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの要素技術のレベルに合わせて、非常にハイ

レベルで大型な基幹課題から、テーマを公募する一般課題、国際的な標準化の仲間づくり

を目的とする国際共同研究型、それから各々は小規模ですけれども、幅広い技術の目出し

を目的とするシーズ創出型といったスキームで研究開発に取り組んでいるところでござ

います。 
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 こちらは現在実施中のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ研究開発促進事業の研究開発課題の概要で、

右下の課題分布図で大まかに傾向をお示ししています。ＮＩＣＴでは官民の英知を結集

する観点から、今年２月にワークショップを開催して、様々なステークホルダーの方々に

も参加いただいて、どんな技術や研究開発、要素技術に取り組んでいけばいいのかといっ

た議論をいたしました。例えばサイバーフィジカルを融合するようなデータ連携の研究

開発が重要ではないかなどの議論を踏まえて、赤の点線でお示ししているような、従来は

物理層やネットワーク層の研究課題が比較的多かったところ、デジタルツインをはじめ

とするＢｅｙｏｎｄ ５Ｇとサイバー空間フィジカル空間の融合、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.

０の実現に資するような高めのレイヤーの要素技術の開発にも取り組んでいるところで

ございます。 

 こちらは最後のスライドでございます。先ほどＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ事業は、基金に加え

て補助金も追加されて規模も拡大していますが、研究開発課題もそれまでの４４課題か

ら今年度は８２課題で倍増しているところでございます。ただ、これらはばらばらにやっ

ていると、なかなか研究成果の社会実装も見込みにくいところでございます。Ｂｅｙｏｎ

ｄ ５Ｇはデバイス、有線、光、無線、衛星、デジタルツイン、アプリケーションなど様々

なレイヤー、要素技術から構成されますが、これらの要素技術をしっかり連携してシステ

ムで構成することで社会実装に近づけていくべきだと考えておりますので、ＮＩＣＴで

は、左下にお示ししておりますように、それぞれの研究課題を連携させるための体制を組

んでいます。プログラムディレクター、ＰＤ補佐のイニシアティブの下、リエゾンアシス

タントなど、ＮＩＣＴの自主研究との連携のための体制をしっかり構築いたしまして、ま

た、右側の表にお示ししておりますようなＳＩＧを構成することで、それぞれの研究テー

マの連携をより活性化する取組を通じて、これによって研究成果の最大化と社会実装の

加速を目指しているものでございます。 

 また、研究成果の社会実装という意味では、２つ目のポツの後段に書いてございますが、

知財・標準化の獲得も重要な指標だと考えております。研究期間はまだ実質は２年に満た

ないところですが、この体制の中に知財化・標準化アドバイザーという専門家を配置いた

しまして、現時点におきまして国内特許出願１０４件、国外特許出願５１件、国際標準化

提案２７件ということで、知財・標準化の観点からも一定の成果を上げつつある状況でご

ざいます。 

 ＮＩＣＴからの御説明は以上となります。 
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【藪井課長補佐】  最後に、具体的な中長期目標の変更案について説明させていただきま

す。資料国研１６－１－３から順に津幡研究官から説明申し上げます。 

【津幡研究官】  資料国研１６－１－３、これでこの審議会に意見聴取、意見を出してく

ださいというお願いをしておりまして、この下に実際の中長期目標を変更された溶け込

み版のものがついているのですが、それが非常に膨大でございます。次の資料、資料国研

１６－１－４にて概要を説明させていただき、具体的には資料１６－１－５で引き続き

詳細を説明させていただきます。 

 まず、資料１６－１－４、１枚目は中長期目標の全体構成、目次が載っております。こ

のうち赤で星印をつけている部分を今回変更しようとしております。 

 １枚めくっていただきまして、次のページでございます。まず、Ⅰ章の部分ですけれど

も、柱書きに、今回基金で行います「高度通信・放送研究開発を行う者に対する支援」を

追記させていただきます。 

 次、１節のところ、それから別紙１のところ、全く同じでございますけれども、Ｂｅｙ

ｏｎｄ ５Ｇは従来無線分野という形で書いておったんですけれども、幅広く情報通信

インフラであるということで読めるように修正させていただきます。また、先ほど御説明

しました６月の情報通信審議会中間答申の概要について追記させていただきます。 

 ２節でございます。従来時限だった基金に加え、今回恒久的な基金が造成可能になった

ので、その適切な管理・運用、研究開発成果最大化をする体制の整備について追記したい

と思います。 

 その次の別紙２については、上の変更点をそれぞれ反映するものでございます。 

 Ⅲ章でございます。２節の部分ですけれども、（１）Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進につい

ては後で次の資料で詳細を説明させていただきます。 

 （３）、３ページ真ん中辺りでございますけれども、これはテストベッドに関するとこ

ろでございますけれども、構築が大体済みまして、活用の段階に移っているということで、

テストベッドの利用拡大について追記させていただきたいと思っております。 

 その次、別紙３については本文の記述を反映するということで、これも詳細は次の資料

で説明させていただきます。 

 ３ページ一番最後、Ⅳ章の３節でございます。デジタル庁から出ております「情報シス

テムの整備及び管理の基本的な方針」に従って修正をしたところですけれども、さらに再

度修正させていただきたいということで、これも次の資料で説明させていただきます。 
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 引き続き資料１６－１－５で説明させていただきます。１ページ目、上が本文の２ペー

ジに該当するところですけれども、ここは先ほど御説明したとおりです。１ページの下の

ほうについても同様でございまして、「無線分野では」という限定を外させていただいて

おります。 

 ２ページに行きまして、今、画面に映っております左側に、６月の情報通信審議会中間

答申の概要を追記しております。 

 ３ページに行ってください。こちらで、先ほど御説明したように、基金が恒久化される

ことを踏まえまして、ＮＩＣＴで「基金を適正に管理・運用する」「研究開発成果を最大

化する体制を整備」を追加させていただいております。 

 ３ページ、下半分でございますけれども、こちら、「研究開発成果の最大化」という文

言は従来から入っているのですが、「我が国発の技術の社会実装・海外展開を促進」とか

「民間企業等の進める戦略的な研究開発の支援」という形で、今回の基金で行うことを追

記させていただいております。 

 ４ページに行きまして、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進のところで、まず、この４ページの

上１０行分でございます。こちらも国際競争力強化あるいは社会実装・海外展開、知財・

標準化というところを追記させていただくとともに、先ほどの中間答申で要素技術等、技

術課題等については整理されておりますので、この中長期目標では中間答申を引用し、具

体的な要素技術等についてここには書かないことにさせていただきたいと思っておりま

す。 

 従来、「研究開発方針」という言葉を右側に書いてございますけれども、これを今回「基

金運用方針」という形で、新しい基金についてはその名称にさせていただきたいと思って

おります。研究開発だけではなくて、社会実装・海外展開、あるいは知財・標準化という

ようなことを含めた形でやるということで、研究開発だけではないことで名称を変更さ

せていただきたいと思っております。 

 次、公募型研究開発プログラムでございまして、この４ページ右下の部分は従来の基金

に関する記述があるわけですけれども、その記述はそのまま残したままで、従来の基金に

ついては「①革新的情報通信技術研究開発推進基金等」ということで、項目だけ①という

形で項立てをさせていただきたいと思います。 

 次のページに行きまして、ただしその①の中でも、５ページの上４行を追加させていた

だきたいと思います。この基金については、今年度令和４年度で研究開発が終了して、５
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年度は評価あるいは報告書作成等のフェーズに入ってまいりますので、その内容を追記

させていただきたいと思っております。 

 次に、新しい基金については、「②情報通信研究開発基金」という形で新しく追記した

いと思っております。先ほど来説明している内容を記載するとともに、下から２段落目で、

外部の有識者で構成される評価委員会、ステージゲート評価等々については、従来基金の

①に書いてあった記述を一部盛り込んでいるところもございます。さらにその下、「さら

に」から始まる５行ですけれども、研究開発の実施者間の調整・連携促進、あるいはオー

プン＆クローズ戦略を含めた知財・標準化等々について追記させていただいております。 

 次の６ページに参ります。ここは先ほど説明しましたテストベッドのところでござい

ますけれども、従来、「テストベッドを構築する」と書いていたのを、大体テストベッド

の構築は進んでおりますので、「構築し、民間企業、大学等の利用拡大に努める」という

ことで、幅広く利用拡大していく記述にさせていただきたいと思っております。 

 その次の欄、左側に１６と書いてあるところになりますけれども、これは実は部会でも

御質問を頂いたのですが、従来、デジタル庁の「情報システムの整備及び管理の基本的な

方針」に書いてある「ＰＭＯ」と書いておりました。このＰＭＯは通常Project Management 

Officeと使われる場合もあるんですけれども、デジタル庁で出しております「デジタル社

会推進標準ガイドライン」の用語集でＰＭＯはPortfolio Management Officeの略とされ

ておりまして、組織全体のマネジメントをやる機関になっております。個々のプロジェク

トについては、その下にProject Management Officeというものが置かれまして、そちら

の略語は「ＰＪＭＯ」とすることになっております。ここではＮＩＣＴの組織全体、法人

全体のマネジメントオフィスだということを明確化するために、「Portfolio Management 

Office」という、デジタル庁の用語集に合わせた括弧書きを補いたいと思っております。 

 その下でございますけれども、ここは先ほど説明したように、情報通信審議会中間答申、

今年６月のものを追記させていただくもの。 

 ７ページについても、先ほどの本文のところを反映させていただくということで説明

を割愛させていただきまして、８ページでございます。 

 こちら、８ページの別紙３は、実際に評価をしていただくときにＮＩＣＴから提出して

いただく評価指標、これは文章で書いたもの、それからモニタリング指標、数字で表した

もの、これらをどうするかというところでございます。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進につき

ましては、新しい基金に関するものについて、評価指標として「社会実装・海外展開の促



 -12- 

進等、研究開発成果の最大化に向けた取組状況」を追加します。それからモニタリング指

標として、特許出願件数、それから先ほど新田執行役からも説明がありました会合の開催

件数・出席者数、知財・標準化に向けた会合の開催件数・出席者数を新たにモニタリング

指標として追加したいと思っております。 

 ８ページ、下でございます。こちらはテストベッドのところでございますけれども、Ｎ

ＩＣＴ外の利用件数についても把握したい、それからそのＮＩＣＴ外のテストベッドの

利用者、機関数についても把握したいということで、モニタリング指標に追記しておりま

す。 

 ９ページは表現がダブっていたものを訂正したいということで、完全に編集上の修正

でございます。 

 以上でございます。 

 それで、次の資料１６－１－６でございます。今回、もし今の御説明させていただいた

内容が適当であれば、こういう形で適当であるという御意見を頂こうとは思っているの

ですが、何かこの場で反映すべき意見の提案等ございました際には、この資料１６－１－

６の内容を変更した形で意見として提出していただくことも可能ですので、一応こうい

う形でひな形だけお示ししております。 

 以上です。 

【藪井課長補佐】  補足となりますけれども、こちらに関しましては、先ほど開催されま

した情報通信研究機構部会の御意見としても、変更することは適当と頂いておりますの

で、本日は、こちらの案を審議会全体の意見案として差し支えないか、御意見を頂きたい

というものになっております。 

 案についての説明は以上となりますが、本日御欠席の委員の方からあらかじめ御意見

を頂戴いたしております。差し支えなければここで皆様に共有させていただきたいと思

うのですが、尾家会長、いかがでしょうか。 

【尾家会長】  お願いいたします。 

【藪井課長補佐】  ありがとうございます。 

 今回２件頂いておりまして、まず小塚専門委員からは、意見案に御賛成ですという御意

見。そして藤野専門委員からは、今回の基金の造成は時宜にかなった研究開発であり、推

進すべきとした上で、詳細な御意見を頂戴しております。こちらは少々長くなりますので、

私、代読として読み上げさせていただきます。 
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 ＮＩＣＴの研究開発助成はいわゆる資金配分機能であり、多くの研究開発提案の中か

ら優れたものについてＲ＆Ｄを実施する競争的資金の性格であると存じます。そもそも

このＲ＆Ｄの助成は通信・放送機構、旧ＴＡＯに端を発しており、二十数年の運用の中で

その手法はブラッシュアップされてきたと思います。近年、Ｒ＆Ｄの一件ごとにリエゾン

アシスタントを配置し、評価委員、運営委員等、Ｒ＆Ｄの直接実施者でない第三者に対し

て意見を求めることが多くなっており、それらに関する重複も厳密にチェックされてお

ります。このため、評価に携わる通信関連の先生の争奪戦の様相を呈しているとの話を伺

っております。 

 そもそも、競争的資金の評価にあっては、評価ばかりで自らの研究が進まないという話

が昔からあり、いわゆる評価疲れの問題として取り上げられておりました。例えば平成１

９年６月１４日の総合科学技術会議基本政策推進専門調査会において「競争的資金の拡

充と制度改革の推進について」という報告が出されており、その中で、「研究計画をより

重視した内容の濃い評価を推進するには、研究計画書の充実を図る一方、審査員１人当た

りの件数を下げる必要がある。このため、研究者のニーズも踏まえつつ、競争的資金の細

切れを極力なくし、また、類似制度・種目の整理・統合を進めるなどにより、１件当たり

の規模を最適化し、研究者が安心して継続的に研究できる機会を保証することで、応募件

数を大きく引き下げるとともに、不採択理由の研究者への開示を促進する」とされており

ます。 

 これは文科省の科研費を意図とした書き方ではありますが、通信という狭い分野に多

くの案件を抱える競争的資金を投入し、それらを厳密に評価しようとすると、かえって評

価疲れの問題が生じ、国全体としてのＲ＆Ｄのポテンシャルをそぐことになりかねませ

ん。 

 評価が可能な研究者が限られているのであれば、極力負担を減らす方向に資金配分機

関が考えるべきで、ＮＩＣＴの当該部門におかれましては、内閣府や他省庁の研究開発型

資金配分機関の手法を参考に、その実施方法を最適化し、さらに件数１件当たりの規模を

最適化して執行すべきであると考えます。 

 とのことでした。藤野先生、ありがとうございました。 

 御意見は以上となります。皆様からも忌憚のない御意見を頂ければ幸いです。御審議方、

どうぞよろしくお願いいたします。 

【尾家会長】  ありがとうございました。 



 -14- 

 それでは、ただいまの御説明につきまして御質問、御意見などございましたらお願いい

たします。いかがでしょうか。 

【知野委員】  よろしいでしょうか。知野です。 

【尾家会長】  お願いします。 

【知野委員】  どうも御説明ありがとうございました。 

 それで、このＮＩＣＴが社会実装とか海外展開とか、これまでの研究開発とは一線を画

してかなり変わっていくのかなと受け止めました。そうしますと、やはり組織の体制・人

事も今までのようなままでいいのか、それとも何か変更を考えていらっしゃるのか、その

辺りの見通しをお聞かせいただけるとありがたいです。 

【尾家会長】  ありがとうございます。事務局から回答をお願いできますでしょうか。 

【川野課長】  総務省でございます。御質問ありがとうございました。 

 先生の御指摘のとおりでございまして、今回の基金の目的が、明らかに社会実装あるい

は海外展開を目的とした研究開発に対する支援ということで、これまでの研究開発支援

とは少し色彩を異にすると考えてございます。そういったこともございますので、先生が

おっしゃるとおり、ＮＩＣＴの体制もしっかり整備する必要があると総務省としても認

識してございます。 

 これに基づきまして、先ほどの資料１６－１－５の新旧で申し上げますと、資料全体の

３ページ、中長期目標のページ数で言うと３ページから４ページ目にございますとおり、

ちょっと読み上げさせていただきますが、ＮＩＣＴは、これまでは時限的な基金に基づき、

研究開発マネジメント等を実施してきたところ、と書いてございます。一方で、今般、中

間答申を受け、新たに恒久的な基金を造成すると。さらに、技術の早期実現という目的に

加え、成果の社会実装・海外展開を目指していくこととしているということでございます。 

 したがいまして、３パラ目でございますけれども、恒久的な基金の造成後、ＮＩＣＴは、

これまで以上に基金を適正に管理・運用するとともに、研究開発成果の最大化、ここが社

会実装・海外展開といったところになりますけれども、そのための体制を整備していくこ

とが重要であると記載させていただいて、ＮＩＣＴさんには体制の整備をお願いしたい

と思っております。 

 さらに、今回は頂いている予算も大きいということでございますので、総務省としても、

やはりここを全てＮＩＣＴさん任せにする形ではなくて、総務省も一定程度この社会実

装・海外展開を見据えたところに向けて、我々としても関与というんですか、一緒に寄り
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添いながらやっていきたいと考えてございます。 

 なお、誤解なきようお願いしておきたいのは、社会実装・海外展開ということ自体は、

実際に進めるのは研究開発を行う民間企業さんなりということでございます。ですので、

ＮＩＣＴはその社会実装・海外展開までを見据えた、そういう意味では戦略的な研究開発

を支援するということでございまして、あくまで研究開発が支援の対象になるというこ

とでございます。 

 しかしながら、基礎的な初期段階の研究とかそういうところではなくて、ある程度出口

が見えて、しっかりと企業としても腹をくくって投資なども含めて取り組もうという企

業さんに対しての研究開発を支援していくと。そういった形での運用になっていくと想

定しております。 

 回答は以上になります。よろしいでしょうか。 

【知野委員】  分かりました。ありがとうございます。そうしますと、やはり最終的には

企業が社会実装するかとか、そういう問題になってくるとは思うんですけれども、そこに

向けて研究を誘導していくというか、支援していくというそこが大事になるんだなと理

解しました。そういうことでよろしいでしょうか。。 

【川野課長】  はい、そういう問題意識です。少し否定的な言葉で言うと研究のための研

究ではなくて、あくまで出口を見据えた研究ということで、そういう意味では国の税金を

使ってやっていく事業になりますので、国会等の議論の中でもそういったところの期待

は大きいということですので。もちろん基礎研究に対する予算措置は、これはこれでして

いくんですけれども、今回の基金に関しては、主眼としてはやはりちゃんと出口を見据え

た思い切った研究開発、戦略的な研究開発に対して支援を行っていくのがこの事業の趣

旨になるということでございます。 

【知野委員】  分かりました。先ほど、基金に関しては時宜を得た対応であるという御意

見がありました。確かに今、研究開発に関しては年度で縛られないなど、自由度の高い基

金があちらこちらでつくられていますけれども、一方で、目が届きにくくなり無駄も多く

なりがちということが一般国民の間でも知られるところになってきていますので。先ほ

どの御説明で適正に管理・運用していくことを追加されておりましたけれども、その辺を

適正管理していくことをやはり役所としてもしっかり体制づけてやっていく必要がある

のではないかなと思います。 

【川野課長】  御指摘のとおりだと思っております。私ども、国会でもそのように答弁申
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し上げておりますけれども、先ほど申し上げましたとおり、ＮＩＣＴさんに我々はお金を

お渡しして、後はよろしくということで任せきりになる形ではなくて、総務省も一定の関

与をやはりしていく必要があるだろうという認識で考えてございます。その具体的なデ

ザイン、その関与のやり方は、今、実は私どもの内部で検討しておりまして、今、具体的

に御説明できるスキームが固まっているわけではないですけれども。先生の御指摘のと

おり、今、研究開発自体はやはり複数年度でできたほうが研究者は安定してできるという

ことで、御指摘のとおり、政府全体として様々な基金、研究開発を支援する基金が設けら

れている状況でございます。 

 しかしながら、御指摘のように、国民あるいは国会の目が届かなくなるという御指摘も

ありますので、政府全体として基金のガバナンスを強化しておりますし、他省庁において

も、いわゆる資金配分機関に資金を渡した後も、親元の省庁が審議会などにしっかりとモ

ニタリングの機能を設けて、その基金がしっかり運用されているか、また成果が上がって

いるのかというところをウオッチしている例がございます。私どもは今、そういうものを

まさに勉強させていただいておりまして、このＮＩＣＴに設ける基金につきましても、そ

ういった形での総務省、あるいは外部の有識者の方も交えた形でのモニタリングの機能、

ここはしっかり整える必要があると考えております。 

【知野委員】  分かりました。ありがとうございました。 

【尾家会長】  御質問ありがとうございます。そのほか何かございますでしょうか。 

【尾辻委員】  尾辻でございます。 

【尾家会長】  お願いします。 

【尾辻委員】  ありがとうございます。 

 中長期目標の変更案につきまして御説明を詳しくありがとうございました。何よりも

恒久的な基金化が法制度化されましたこと、これは我が国が情報通信分野で今後世界に

戦っていくためには必要欠くべからざる予算措置・制度化が成り立ったということで、大

変結構なことだと思います。それにちなんで、今回の中長期目標の変更案が提示されまし

たことは誠に結構なことだと思います。 

 それで、ただいまの御質問とも関連するんですが、研究開発成果を最大化する体制を整

備していくことが重要であると明確にうたっているわけですけれども、では具体的にど

のような体制強化を図っていけばいいのかということについて、総務省様、ＮＩＣＴ様と

してかなり突っ込んだ御議論がなされているんだろうと思います。 



 -17- 

 その上でですけれども、これはコメントでございますが、例えば我が国の科学技術戦略、

基本的には文科省経由で国に上がっていって研究戦略等が定められますけれども、学術

の文科省についてはＪＳＴという組織があり、ファンディングエージェンシーとして、そ

して科学技術振興機構、ＪＳＴの中にはシンクタンクとしての機能、戦略プロポーザルを

策定する機能として研究開発戦略センター、ＣＲＤＳがあることは御承知のとおりでご

ざいます。そういった組織体系を整えていて、学術基盤については、政策目標で定めたト

ップダウン型の研究戦略等についてもシステマチックに毎年アップデートがかかってい

る状況がございます。 

 そういったことを鑑みますと、恐らくＮＩＣＴ様がそういった非常に大型のファンデ

ィングエージェンシーとしての機能を今後ますます強めていくというこの方向性を見た

ときに、文科省どおりの組織とは言わないまでも、そういった部分の強化が必然的には必

要になってくるんだろうと考えておりますので。例えばそういう一つの参考例と申しま

すか、現在のシステムが他省であるわけですけれども、その辺について総務省様、ＮＩＣ

Ｔ様として今後具体的にどう進めていくかというようなお考えが、もし今の段階でお聞

きできればと思いました。提案には賛同でございます。 

 以上です。 

【尾家会長】  ありがとうございます。事務局、いかがでしょうか。 

【川野課長】  総務省でございます。ありがとうございます。 

 尾辻先生のまさに御指摘のとおりでございまして、私どもも今後こうした事業を進め

るに当たって、他省庁の例、ＪＳＴさん、あるいはＮＥＤＯさんのシンクタンク機能など

の存在も承知しておりまして。やはり、ＮＩＣＴの予算規模とは全然規模の違う単位で大

きなお金を回していらっしゃいますけれども、将来的にはやはり私どももそういったこ

とを考えていかないといけないことは意識してございます。 

 そういう意味では、２年前に時限の基金という形でスタートさせていただいて、ここは

もうまさに社会実装とかそういったところではなく、３００億円という規模で要素技術

を生み出す、そこのしっかりマネジメントをするところはＮＩＣＴさんがしっかりこの

２年間やってくださったと考えております。 

 次に、今回６６２億円という予算、もう少し大きな予算を頂いて、先ほど申しましたと

おり、もう少し先のいわゆる社会に出口を向けた研究開発をする企業さんをしっかりと

支援していく。その際に必要な機能として、今、我々、御指摘のとおりＮＩＣＴさんとも
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御議論しておりますけれども、やはりこれまで比較的技術面だけに特化した目線が中心

になっていたと考えておりますけれども、先ほど申しました社会実装さらには海外展開

を考えますと、やはりもう少しビジネス目線というんですかね、市場を捉えて、また知財

戦略・標準化戦略をしっかりと考えている提案を、そういう意味では目利きできるような

審査なりアドバイザリーの体制は必要だろうと考えているところでございます。そうい

ったところを今、ＮＩＣＴさんと相談させていただいているところでございます。 

 その上でさらに、まさにＪＳＴさんと同じようなシンクタンク機能、一朝一夕にできれ

ばいいですけれども、なかなかすぐには我々も難しいと思っていますけれども、しっかり

と今回の基金で実績を重ねて、やはり拡大していくべき機能として我々としても参考に

しながら、そういったものも将来的には目指していきたいと考えております。 

 なお、最初に御質問の中でございましたけれども、今回の基金は御指摘のとおり法律上

は恒久的な枠組みということで、今回の予算措置に関してはＢｅｙｏｎｄ ５Ｇという

ことで、おおむねこれから２０３０年ぐらいに向けた５年間ぐらいを想定した予算とい

うことで考えておりますけれども、今何か決まっているものはございませんけれども、今

後例えば７Ｇを目指すとか、あるいは量子インターネットみたいな世界を目指すといっ

たときにも、この基金は法律上はもう制度ができておりますので、あとは一々法律改正を

しなくても、予算を頂ければそういった基金を立ち上げられるという法律上の制度的な

枠組みができたことは、先生のおっしゃるとおり、この情報通信業界にとっては非常に大

きな一歩になったと自負しております。 

 すいません、長くなりましたが以上でございます。 

【尾辻委員】  心強い御回答をありがとうございました。大変期待しております。よろし

くお願いいたします。 

【尾家会長】  ありがとうございます。そのほか何か御質問ございませんでしょうか。 

【梅比良会長代理】  梅比良ですけれども、よろしいでしょうか。 

【尾家会長】  お願いします。 

【梅比良会長代理】  このたびこのような恒久的な基金ができて、研究開発が推進し、な

おかつ社会実装・海外展開を目指して頑張るんだということで、大変結構なことではない

かなと思います。このために中長期計画でやることが具体化されてきて、非常に心強い限

りだと思っております。 

 それで１点だけちょっと気になるところがございまして、気になるのは、モニタリング
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指標というところで何点か並べていただいているんですが、社会実装・海外展開の促進等

の取組状況の評価はＮＩＣＴ部会の中でも悩まれるところではないかなと思います。 

 知財・標準化とか、あるいは事業者間の連携、取組に向けた会合の出席等がモニタリン

グ指標になっているんですが、これだと社会実装とか海外展開でどこまで行ったのかと

いう評価が難しいのではないかと思います。か、どこまでこれがこの基金で達成されたの

か、産業界のビジネスがどのぐらい大きくなったんだとかという話を本当は評価したい

ところだと思います。 

 これは今すぐどういう方法ということではないですけれども、最終的にはそのような

ところも、研究開発の評価データとして出していただいて、この研究開発の基金がこれだ

け役立ったんだということがアピールできるような仕組みをぜひ、今後で結構でござい

ますので考えていただければなと思います。 

 私からは以上です。 

【津幡研究官】  ありがとうございます。 

 これは評価指標とモニタリング指標と２項目に分かれております。モニタリング指標

のほうは、数字を毎年度毎年度報告してくださいという、これは数字で報告を頂くものな

んですけれども、まさに数字では表しづらいようなところ、つまり文章でこんなことをや

りました、こんな状況でございますというような報告を頂くものが評価指標です。 

 したがいまして、ＮＩＣＴからは、こういう社会実装・海外展開の促進と研究開発の最

大化に向けた取組をどういうふうに行ってきたのかということを文章で報告いただいて、

それに基づいてＮＩＣＴ部会で評価していくことになろうかと思います。先生御指摘の

点も踏まえまして、ＮＩＣＴからそういう評価指標に書いた形で、文章で報告を頂きたい

と思っております。 

【梅比良会長代理】  分かりました。どうもありがとうございます。そういうものが認め

られて、今後この基金がいろいろ役に立つような流れができればうれしいかなと思って

おりますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

【津幡研究官】  ありがとうございます。 

【尾家会長】  どうもありがとうございました。そのほか何か御質問、御意見はございま

せんでしょうか。よろしいでしょうか。 

【末松専門委員】  １つだけ。末松ですけれども、よろしいでしょうか。 

【尾家会長】  どうぞお願いします。 
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【末松専門委員】  電波利用料の財源を使えるようになった、基金化されたのは非常によ

い話で、ぜひ有効利用していただきたいなと思っています。期待も大きいと思います。 

 この基金化に伴って受託者のほうの予算の使い方が変わり得るのか。例えば基金化す

ると受託者のほうで年度またぎの予算執行がしやすくなるとか。特に最近半導体の入手

が非常に難しくなってきて、例えば車を買おうと思っても今は納期１年以上とかと言わ

れてしまう状態においては、年度の中で実施がなかなか難しくなってきている。せっかく

この基金化がなされたのであれば、ぜひ受託者側にもそういうメリットがあるようなこ

とを考えていただけないかなと思って質問いたしました。 

【井出室長】  御質問いただきましてどうもありがとうございます。私、井出から回答さ

せていただきます。 

 今回基金化がなされることで、例えば契約期間は２か年で契約することが可能となり

ますと、研究開発に係る物品を調達するのに１年以上かかりるものが２か年かけて行う

ことが可能になりますので、今回の基金化によりまして、研究開発を実施される方にとっ

ても大きなメリットがあると考えております。そういう意味では、こうした基金を有効に

活用いただいて、いろいろな成果をぜひ実施者の皆様に上げていただければと考えてご

ざいます。 

 すいません、簡単ですが私からは以上でございます。 

【末松専門委員】  期待しておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【尾家会長】  ありがとうございました。そのほか何か御意見、御質問なりございますで

しょうか。よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。皆様方から大変活発な御意見を頂きました。今回、皆様は今回

の多年度化を可能とするこの枠組みに関しては御了解いただいたかと思います。この目

的である研究の最大化を達成するためには、今後、組織整備とか運用が重要になってくる

ということで、この辺りは引き続き総務省さんとＮＩＣＴさんの間で意見交換などもし

ていただいて、効果的に運用していただくようにお願いしたいと思います。皆さんもその

点に関心があったのではないかなと思います。よろしいでしょうかね。 

 それでは、国立研究開発法人情報通信研究機構の第５期中長期目標変更案に対する総

務省国立研究開発法人審議会からの意見につきまして、案のとおりと致したいと思いま

すがよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 



 -21- 

【尾家会長】  ありがとうございます。それでは、総務省におかれましては、引き続き最

終的な目標変更に向けた作業等をお願いいたしたいと思います。 

【藪井課長補佐】  ありがとうございました。 

 

（２）国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の第４期中長期目標変更（案）について 

 

【尾家会長】  ありがとうございます。 

 それでは、続きまして議題２「国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の第４期中長期

目標変更（案）」につきまして、事務局より説明をお願いします。 

【太田課長補佐】  ＪＡＸＡ部会の事務局を務めております、総務省宇宙通信政策課の太

田と申します。 

 私から、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、いわゆるＪＡＸＡでございますが、

ＪＡＸＡの第４期中長期目標変更案について御説明させていただきます。資料につきま

しては資料国研１６－２－１から２－３を使って御説明させていただきます。資料国研

１６－２－１につきましては、総務省国立研究開発法人審議会に御意見を頂戴しますと

いう頭紙でございます。別紙としまして、今般変更する中長期目標の変更案を添付させて

いただいておりますが、具体的な中身につきましては資料国研１６－２－２で御説明さ

せていただきます。 

 こちらにございますとおり、「『デジタル社会の実現に向けた重点計画』に基づくＪＡＸ

Ａ中長期目標の変更等について」でございます。 

 １枚おめくりいただきまして１ページでございます。こちらにございますとおり、「デ

ジタル社会の実現に向けた重点計画」、こちらは令和４年６月７日閣議決定されたもので

ございますが、こちらにおいて、「主務大臣はデジタル庁が策定した情報システム整備方

針を踏まえ、所管の全ての独立行政法人の目標を令和４年度中に速やかに変更する」こと

とされてございまして、こちらを踏まえまして、現行中長期目標の「情報システムの活用

と情報セキュリティの確保」に係る目標部分につきまして、「情報システムの整備及び管

理の基本的な方針」にのっとり、情報システムの適切な整備及び管理を行うことを追記し

たいと考えております。 

 また、こちらは参考ではございますが、こちらの変更に合わせまして、総務省所管外で

ございますが、具体的には文部科学省が所管である航空分野について、「研究開発計画」
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の廃止及び「分野別研究開発プラン」の策定に伴う航空分野に係る中長期目標の変更を予

定しているところでございます。こちらにつきましては参考でございますので、説明は割

愛させていただきます。 

 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づく変更部分につきましては、次のペー

ジで新旧でお示しさせていただいております。こちらを御覧になって分かるとおり、赤字

の部分が今回追記させていただく部分になってございます。先ほど御説明させていただ

きましたとおり、６.４の情報システムの活用と情報セキュリティの確保の（１）情報シ

ステムの活用と（２）情報セキュリティの確保の部分に、赤字でありますとおり、「その

際、『情報システムの整備及び管理の基本的な方針』にのっとり、情報システムの適切な

整備及び管理を行う」旨の文章を追記させていただくこととさせていただいております。

こちらは御覧になっていただきますとおり、極めて技術的な追加になってございます。 

 続きまして３ページでございます。こちらは変更案につきまして本日御議論いただき

ましてお認めいただいた場合ですが、本日１２月２２日、先ほど行われましたＪＡＸＡ部

会及び、今御議論いただいております国研審において変更について御意見を頂戴した後、

１月中でございますが、ＪＡＸＡにつきましては４府省の共管となってございますので、

各所管府省における目標変更に係る審議を経まして、デジタル庁との協議を行います。２

月１６日に独立行政法人評価制度委員会へ諮問を行いまして、そちらの意見も踏まえま

して、２月下旬に所管大臣からＪＡＸＡに対し変更指示を行うスケジュールとなってご

ざいます。 

 参考でございますが、その後、３月以降でございます。中長期目標の変更指示を受けま

して、ＪＡＸＡにおいて中長期計画の変更案を作成した後、変更案を各府省に提出、各府

省にて審査、認可手続といった流れになってございます。 

 概要については以上になってございます。 

 資料国研１６－２－３でございます。先ほどＪＡＸＡ部会でも御議論いただきまして、

こちらの変更案については特段問題ない旨、御議論で御意見を頂いているところでござ

います。本日のこちらの国研審、親会におきましても御議論いただきまして、特段問題な

ければ、この案のとおり変更することは適当である旨を国研審の意見として、各府省の意

見として提出させていただければと思っているところでございます。 

 私から、簡単ではございますが、今般のＪＡＸＡの中長期目標の変更の概要について御

説明させていただきました。 
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 事務局からは以上でございます。 

【尾家会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして御質問、御意見などございましたらお願いいたします。い

かがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 今回、デジタル庁が策定した情報システム整備方針を踏まえて中長期目標を変更する

ということですので、皆様御理解いただけたのかなと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の第４期中長期目標変更案に対す

る総務省国立研究開発法人審議会からの意見につきましては、案のとおりと致したいと

思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【尾家会長】  ありがとうございます。それでは、総務省におきましては、引き続き最終

的な目標策定に向けた作業等をお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、ありがとうございました。皆様、大変活発な御質疑を頂きましてありがとう

ございます。議事は以上となりますが、全体を通して何かございますでしょうか。よろし

いでしょうか。事務局から何かありますか。 

【藪井課長補佐】  事務局でございます。皆様、長時間にわたる御審議ありがとうござい

ました。 

 それでは、ここで今後の予定をもう一度御案内申し上げます。本日１２月２２日、皆様

から御意見を頂戴いたしました。ＮＩＣＴについてもＪＡＸＡについても、どちらも案の

とおり変更することが適当であるという形で頂いております。ありがとうございます。こ

こから関係省庁との協議を開始いたしまして、それぞれ技術的な修正とか、そういったこ

とを開始いたします。そして年明けに独立行政法人評価制度委員会の評価部会が、ＮＩＣ

Ｔについては１月２６日に、ＪＡＸＡについては２月１６日にそれぞれ開催されます。そ

こでも改めて御意見を伺いました後、また関係省庁との協議を正式に開始いたしまして、

必要に応じ所要の修正を検討して、一応２月中に変更指示を実施するという段取りにな

っております。 

 中長期目標の変更後は、各法人でこの中長期目標を基に中長期計画の変更案を作成し、

認可申請の手続が実施されることとなります。最終的な変更後の中長期目標については、

適宜委員の皆様に御報告させていただきますが、もし調整の過程で今回御審議いただき
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ましたものと内容に大幅な変更が生じました場合は、改めて御審議いただく可能性がご

ざいますことを御承知おきいただければと思います。 

 事務局からは以上となります。 

 

閉  会 

【尾家会長】  ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして第１６回総務省国立研究開発法人審議会を終了いたしま

す。本日は部会と親会、両方の開催となりました。長時間にわたる御審議、ありがとうご

ざいました。それではこれで終わります。どうも失礼いたします。 

 

（以 上） 


